
 

 

大都市税財政制度・ＤＸ推進調査特別委員会 

委　員　派　遣　結　果　報　告　書 

 

 

 

 

 

１　札幌市重点要望事項についての要望、行政視察 

（令和７年８月４日～８月６日） 

 

 



大都市税財政制度・ＤＸ推進調査特別委員会 

委員派遣結果報告書 

 

１　期　　　間　　　令和７年８月４日（月）～ ８月６日（水）（３日間） 

 

２　場所（都市）　　　東京都（総務省、金融庁、経済産業省及び国土交通省）、 

地元選出国会議員等（衆議院第一議員会館、衆議院第二議員会館 

及び参議院議員会館）、仙台市（行政視察）及び東北大学（行政視察） 

 

３　参　加　者　　　委 員 長　　中　川　賢　一（自由民主党） 

　　　　　　　　　　副委員長　　うるしはら直子（民主市民連合） 

委　　員　　村　松　叶　啓（自由民主党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　藤　田　稔　人（自由民主党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　山　田　一　郎（自由民主党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　村　上　ゆうこ（民主市民連合） 

　　　　　　　　　　委　　員　　森　　　基誉則（民主市民連合） 

　　　　　　　　　　委　　員　　丸　山　秀　樹（公明党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　森　山　由美子（公明党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　長　屋　いずみ（日本共産党） 

　　　　　　　　　　委　　員　　脇　元　繁　之（大地さっぽろ） 

　　　　　　　　　　委　　員　　米　倉　みな子（市民ネットワーク北海道） 

（随行書記　羽石　龍馬、冨樫　文哉） 

 

４　要望の概要　　　令和８年度国家予算編成状況の調査を行うとともに、関係省庁及び地元選

出国会議員等に対し、札幌市重点要望事項について要望を行った。 

　　　　　　　　　　（要望先は別添１のとおり） 

 

５　要望内容　　　　要望書（別添２）のとおり 

 

６　調査事項 

　　ＤＸ推進の取組に関する調査として、以下の項目について仙台市及び東北大学から説明を受

け、質疑を行った。（詳細は別添３のとおり） 

　⑴　ＤＸ推進に向けた取組について 

　⑵　スマートシティ実現に向けた取組について 



別添１ 

 

   【金融庁】 

 要望先 要望事項 

 中央合同庁舎７号館 

内閣府大臣政務官　　　　 西野　大亮 

・ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融セン

　ター実現のための支援  

   　 

  【総務省】 

 要望先 要望事項 

 中央合同庁舎２号館  ・バス路線維持に関する支援の強化 

・除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保　

　及び地方交付税措置の拡充 

・北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援 

 総務大臣政務官 古川　直季 

   　 

   【経済産業省】 

 要望先 要望事項 

 経済産業省　本館 　 ・ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融セン

　ター実現のための支援 

・成長分野への投資促進に対する支援 
 経済産業大臣政務官 加藤　明良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【国土交通省】 

要望先 要望事項 

中央合同庁舎３号館 　 
・北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援 

・都心のまちづくりを支える新たな公共交通

　システムの構築に向けた支援 

・丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化 

国土交通大臣政務官 高見　康裕 



別添１ 

 

  【国会議員】 

党　　派 要　　望　　先 

自由民主党 

衆議院第二議員会館 

　武　部　　　新　議員　　北海道12区 

　中　村　裕　之　議員　　比例代表区北海道ブロック 

参議院議員会館 

　橋　本　聖　子　議員　　比例代表区 

　鈴　木　宗　男　議員　　比例代表区 

　長谷川　　　岳　議員　　北海道選挙区 

　船　橋　利　実　議員　　北海道選挙区 

　高　橋　はるみ　議員　　北海道選挙区 

　岩　本　剛　人　議員　　北海道選挙区 

立憲民主党 

衆議院第一議員会館　 

　松　木けんこう　議員　　北海道２区 

　おおつき紅　葉　議員　　北海道４区 

　池　田　真　紀　議員　　北海道５区 

　山　岡　達　丸　議員　　北海道９区 

　西　川　将　人　議員　　比例代表区北海道ブロック 

衆議院第二議員会館 

　道　下　大　樹　議員　　北海道１区 

　荒　井　　　優　議員　　北海道３区 

　逢　坂　誠　二　議員　　北海道８区 

　神　谷　　　裕　議員　　北海道10区 

　石　川　香　織　議員　　北海道11区 

　川原田　英　世　議員　　比例代表区北海道ブロック 

　篠　田　奈保子　議員　　比例代表区北海道ブロック 

参議院議員会館 

　岸　　　真紀子　議員　　比例代表区 

　徳　永　エ　リ　議員　　北海道選挙区 

　勝　部　賢　志　議員　　北海道選挙区 

公　明　党 

衆議院第二議員会館　 

　佐　藤　英　道　議員　　比例代表区北海道ブロック 

参議院議員会館 

　横　山　信　一　議員　　比例代表区 

　佐々木　雅　文　議員　　比例代表区 

日本共産党 
参議院議員会館 

　岩　渕　　　友　議員　　比例代表区 



令和８年度

札幌市重点要望

令和７年６月

-札幌市-

定 山 渓 温 泉 街





平素より、札幌市政の推進に格別のご支援、ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。また、物価高の克服に向

けた施策推進に対する支援や地方創生などによる地域経済の成長への支援について、特段のご配慮をいただいて

おりますことに重ねてお礼申し上げます。

昨今、気候変動に伴う災害の激甚化・頻発化に加え、国際情勢の急速な変化や少子高齢化による人手不足、市

民生活などに甚大な影響を及ぼしている物価高といった、直面する様々な課題への対応が求められております。

札幌市では、市民の暮らしを守る取組を着実に進めるとともに、令和６年６月に対象地域に決定された「金

融・資産運用特区」や「国家戦略特区」の枠組みを起爆剤とし、水素エネルギーを積極的に活用した取組や、全

国の初の取組であるＧＸ推進税制などによる金融機能の呼び込みに加え、都心の再開発による積極的な民間投資、

半導体及びＩＴ・バイオ産業などを担う人材の育成やイノベーションの源泉となるスタートアップの創出など、

日本のＧＸ産業を牽引するとともに、更なるまちの活力・魅力の向上を目指し、まちづくりを進めております。

今後もこの魅力あるまちを次の世代へ、さらにその先へと持続可能な形で引き継ぎ、「誰もが安心して暮らし

生涯現役として輝き続ける街」と「世界都市としての魅力と活力を創造し続ける街」という、心豊かで明るい札

幌の未来を実現し、ひいては日本の活力創出にも貢献していくため、必要な施策を推進してまいります。

つきましては、ご協力を賜りたい事項を取りまとめましたので、札幌市の実情や取組などを

ご理解いただき、特段のご配慮をいただきますようお願いいたします。

令和７年６月



・ ・ ・ ・ ・ ３１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援

・ ・ ・ ・ ・ ４２ 成長分野への投資促進に対する支援

・ ・ ・ ・ ・ ５３ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設

・ ・ ・ ・ ・ ６４ 都市の魅力向上や防災性を高める市街地再開発事業への支援

・ ・ ・ ・ ・ ７５ バス路線維持に関する支援の強化

・ ・ ・ ・ ・ ８６ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

・ ・ ・ ・ ・ ９７ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充

・ ・ ・ ・ ・ 1 0８ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 1９ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 210 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

要 望 事 項 一 覧

－ 最 重 点 要 望 事 項 －

１ 子 ど も ・ 若 者

・ ・ ・ ・ ・ 1 5１ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設

・ ・ ・ ・ ・ 1 5２ 配置基準の見直しを含む保育士等の処遇改善に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 5３ 医療型短期入所に係るサービス報酬への支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 6４ いじめや不登校等の教育現場の課題解決に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 6５ ＧＩＧＡスクール構想に要する経費に係る財源の確保

・ ・ ・ ・ ・ 1 6６ 学校施設整備に係る国庫補助の拡充及び財源の確保

２ 生 活 ・ 暮 ら し

・ ・ ・ ・ ・ 1 7１ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充

・ ・ ・ ・ ・ 1 7２ エネルギー価格の負担軽減に向けた支援
・ ・ ・ ・ ・ 1 7３ 持続可能な救急医療体制の確保に係る財政措置の拡充
・ ・ ・ ・ ・ 1 7４ 公立病院の持続可能な経営に向けた診療報酬改定及び財政措置の拡充
・ ・ ・ ・ ・ 1 8５ 共生社会の実現に向けた公共交通機関や建築物のバリアフリー化等への支援
・ ・ ・ ・ ・ 1 8６ 難病医療費に係る地方交付税措置の拡充

・ ・ ・ ・ ・ 1 8７ マイナンバーカード関連手続きの対応支援及び利便性向上
・ ・ ・ ・ ・ 1 9８ 高齢・障がい福祉施設等への冷房設備の整備に係る支援

・ ・ ・ ・ ・ 1 9９ 介護保険の第１号被保険者の保険料抑制や負担軽減措置の拡充

・ ・ ・ ・ ・ 1 910 介護予防・日常生活支援総合事業の上限等に係る制度の見直し

- Ⅰ -

最重点

－ 重 点 要 望 事 項 －

最重点



・ ・ ・ ・ ・ 2 6１ 水素社会の早期実現に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 6２ 清掃工場等における財源措置

・ ・ ・ ・ ・ 2 6３ 地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

要 望 事 項 一 覧

５ 環 境

６ 都 市 空 間

・ ・ ・ ・ ・ 2 7１ 都市の魅力向上や防災力を高める市街地再開発事業への支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 7２ バス路線維持に関する支援の強化

・ ・ ・ ・ ・ 2 7３ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 8４ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 8５ 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

・ ・ ・ ・ ・ 2 8６ 地下鉄南北線さっぽろ駅改良事業への支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 9７ 「国道５号 創成川通」等の骨格道路網の機能強化

・ ・ ・ ・ ・ 2 9８ 「札幌駅交通ターミナル整備」の促進

・ ・ ・ ・ ・ 2 2１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 2２ 成長分野への投資促進に対する支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 2３ 政府関係機関の地方移転の着実な実施

・ ・ ・ ・ ・ 2 3４ 物価高克服に向けた事業者への支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 3５ 人手不足分野における人材確保に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 3６ 道内空港の機能強化に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 4７ スノーリゾート実現への支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 4８ 大規模国際競技大会等の誘致・開催に向けた支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 4９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 510 総合型ハイパフォーマンススポーツセンターの誘致

３ 安 全 ・ 安 心

・ ・ ・ ・ ・ 2 0１ 国土強靭化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

・ ・ ・ ・ ・ 2 0２ 道路及び治水事業の着実な実施に向けた財源確保

・ ・ ・ ・ ・ 2 0３ 災害対応機能強化に向けた支援の拡充

・ ・ ・ ・ ・ 2 1４ 上下水道施設の老朽化対策に係る国費支援の着実な実施

・ ・ ・ ・ ・ 2 1５ 今後の感染症対策

４ 経 済 、 ス ポ ー ツ ・ 文 化

- Ⅱ -

最重点

最重点

最重点

最重点

最重点

最重点

最重点

最重点



－最重点要望事項－



令和８年度
札幌市重点要望

－ 最重点要望事項 －

Sapporo

－最重点要望事項－



－最重点要望事項－

１．ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援

１.日本の再生可能エネルギー供給基地、アジア・世界の「金融センター」の実現を目指す北海道・札幌
「ＧＸ 金融・資産運用特区」への支援を行うこと。

２.ＧＸ推進機構の債務保証や出資を活用しながら、民間金融機関が積極的に資金供給できる環境整備や、
事業・投融資の予見可能性を高めるための収支変動リスクなどに対応する支援策を講じること。

要望事項

現状・課題

札幌市・北海道は、令和６年６月に「金融・資産運用特区」の対象

地域に決定され、同特区の成長分野として「GX」を位置づけた。

この「GX」「金融」の規制改革の活用や地元の主体的な取組の実

施等により、全道域でのＧＸ産業の集積と、これを支える札幌への

金融機能の強化集積を両輪で進めるとともに、ＡＩなど成長分野へ

の投資を促すことで好循環を生み出し、北海道・札幌市経済の活性

化、北海道内におけるエネルギーの自給自足、ゼロカーボンシティ

の実現に貢献していく。

「GX 金融・資産運用特区」では、「金融・資産運用特区実現パッ

ケージ」に掲げる国及び地域の取組の着実な推進が求められるとと

もに、金融・経済情勢の変化や事業者等からのニーズ等を踏まえな

がら、継続的に施策を見直し・拡充していくことが求められる。

加えて、ＧＸ事業には投資額が大きく、また事業期間が長期間とな

るものもあり、民間金融機関が積極的に資金供給できるよう、支援

スキームの整備や不測の事態による収支変動リスクへの備えが求

められる。

【金融庁、経済産業省】

北海道・札幌市の目指す姿

北 海 道 ・ 札 幌 市 共 同 提 案

投資資金提供
案件掘起し・育成

札 幌 市 域 で の 金 融 機 能 の 強 化 集 積

ファンド、アセットマ
ネジメント、ベン
チャーキャピタルな
どの資産運用業

AI、IoT、クラウドな
どデジタル技術を用
いて行う、革新的な
金融サービスを提供
する事業

GX事業に投資を呼び込む資産運用業 フィンテック

投資の呼び込み
(環境価値のリターン)

再エネ供給拠点

電気及び

水素運搬船

洋上風力

関連産業
水素

蓄電池

次世代

半導体

ＳＡＦ

海底直流

送電網

データ

センター

８つのＧＸプロジェクト

再エネ利活用拠点

○GX特区を活かした新たな地方創生モデルの構築
・日本の再生可能エネルギーの供給基地
・アジア・世界の金融センターの実現

再生可能エネルギー関連産業

全 道 域 で の Ｇ Ｘ 産 業 の 集 積



１.札幌市・北海道におけるＡＩ・半導体関連産業の集積に向け、ＡＩ北海道会議の取組等を通じた
スタートアップによる地域での実証・実装活動への支援を講じるとともに、これらの活動の支援
機能を果たす拠点施設に対する必要な支援を検討すること。

２.第２期スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略における一層の支援やスタートアップの資金
調達環境の向上に向けた措置を講じること。

要望事項

現状・課題

令和２年7月、札幌市・北海道は、内閣府による世界に伍するスタート

アップ・エコシステム拠点形成戦略における「推進拠点都市」に認定。オー

ル北海道体制のコンソーシアム「STARTUP HOKKAIDO実行委員会」

を設立し、スタートアップの創出・育成・誘致に係る各種施策を実施。

令和7年3月には、後続計画となる第２期スタートアップ・エコシステム拠

点形成計画についても申請を行ったところ。

一方、「GX金融・資産運用特区」の決定（令和6年６月）、国による「AI北

海道会議」の設置（令和6年8月）、今後、国で策定が予定されているAI基

本計画などの動きがある中、北海道におけるスタートアップの実証・実装

活動は、地元のみならず、日本全体のイノベーション推進の観点からも極

めて重要であり、エコシステムの更なるレベルアップが必要。

今後、札幌市・北海道においては、産業の強みと、AIをはじめとした先端

技術などを掛け合わせたスタートアップの誘致や育成を強力に進めていく

予定であり、これらの活動を支える拠点機能の検討や資金調達環境の向

上など含めたスタートアップへの各種支援が必要な状況となっている。

【内閣官房、内閣府、経済産業省】

２．成長分野への投資促進に対する支援

－最重点要望事項－

北 海 道 ・ 札 幌 市 共 同 提 案

日本における唯一無二のテストフィールドを軸に、GX・
AIで世界から人材・投資を呼び込む「札幌・北海道へ」

札幌市・北海道の目指す姿

北海道の179市町村の広域ネットワークを基礎に、
北海道の産業の強みを活かしたスタートアップが
継続的に生み出され、グローバルまで発展していく

スタートアップ・エコシステム構築



１.子どもやひとり親家庭等に対する医療費助成制度について、住んでいる地域により助成内容に差異が
生じることのないよう、国による統一的な制度を創設すること。

２.学校給食費の無償化について、国の責任において、小学校だけではなく中学校も含めて確実かつ早期に
実現すること。

３.利用者負担額（保育料）の多子軽減に係る同時入所要件の撤廃など、国の責任において負担軽減措置を
拡大するとともに、必要な財源措置を講じること。

－最重点要望事項－

要望事項

現状・課題

【こども家庭庁、文部科学省】

３．子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設

保

育

料

の

制

度

・

課

題

少子化・人口減少は、自治体特有の課題ではなく国が直面して

いる最大の危機であり、国においては「こども未来戦略」などを策

定し、国を挙げて少子化対策に取り組むこととしている。

少子化対策に当たっては、特に子育てに関する医療や義務的に

生じる費用については、子育て世帯の経済的負担を軽減する観

点で、ナショナルミニマムとして国の責任において子育て環境を

整備するべきもの。

しかしながら、特に子どもやひとり親家庭等に対する医療費助

成制度、学校給食費の無償化及び利用者負担額（保育料）の軽

減については、各自治体が独自に取り組んでおり、結果的に自治

体の財政状況の違い等によって、助成内容に差異が生じている。

また、利用者負担額（保育料）については、現行制度上、子ども

の年齢の差等により、世帯間で不公平な負担の違いが生じてい

る。

対象年齢 通　院 入　院

就学前 12 1

12歳年度末 11 12

15歳年度末      (札幌市) 263 223

18歳年度末　　　 1,448 1,490

19歳～24歳年度末 7 15

所得制限なし 1,645 1,643

所得制限あり　　 (札幌市) 96 98

自己負担なし 1,266 1,358

自己負担あり 　　(札幌市) 475 383

※こども家庭庁成育局母子保健課調べ

全国(1 , 7 4 1市区町村)における
こども医療費に対する助成の実施状況 ( 令和 6年 4月１日時点)



－最重点要望事項－

１.資材価格等が高騰している状況下で、市街地再開発事業を計画的かつ確実に推進するため、十分な財源
措置を講じること。

要望事項

現状・課題

札幌市では、世界を引きつける魅力と活力あふれるまちを目

指し、国内外から多くの人々や企業を引き付け、民間投資を

呼び込むため、市街地再開発事業を支援しているところであ

る。

特に都心部においては、北海道新幹線札幌開業を見据え、

広域交通結節点としての機能強化が進められるとともに、民

間による複数の大型再開発プロジェクトが進行中であり、高機

能オフィスの整備や国際水準のハイグレードホテルの誘致、脱

炭素化を加速するエネルギー転換の推進のほか、災害時に活

用できる一時滞在施設等が整備される予定である。

しかし、資材価格等の高騰が継続する中、現在事業中の工

事が本格化することに伴い、各年度の事業費が大幅に増加す

る見通しである。

札幌のビジネス・観光の国際競争力を高め、札幌の魅力や

価値を国内外に発信する拠点の形成に加え、都市の防災性向

上に寄与するこれらの再開発事業の確実な推進と、それを後

押しする財源の確保が必要となっている。

【国土交通省】

北５西１・西２地区
（札幌駅周辺）

大通西４南地区
札幌駅交通

ターミナル整備

新幹線駅

北４西３地区

４．都市の魅力向上や防災性を高める市街地再開発事業への支援

都 市 部 に お け る 市 街 地 再 開 発 事 業 の 動 向 図



－最重点要望事項－

１.運転手不足の深刻化によるバス路線の減便・廃止に対応するため、事業者や自治体による運転手確保に
向けた取組について、財政支援を拡充すること。

２.指定都市内の系統にも国の支援が行き渡るよう、地域公共交通確保維持改善事業費補助金の対象を拡充
するとともに、路線バス維持に係る特別交付税の財政措置を拡充すること。

要望事項

現状・課題

札幌市内のバス路線は、運転手不足に伴う大幅な減便や路線廃止による市民生

活への影響が大きな問題となっており、運転手の魅力発信や自動運転の検討と

いった取組はもとより、喫緊の課題である運転手の待遇改善に取り組むことが極

めて重要である。運転手確保に当たっては、各バス事業者にて運転手確保に向け

た取組を進めているが、各社とも経営状況が厳しいことから、札幌市としても、大

型二種免許取得への補助や就労一時金の補助、労働環境改善のための施設整備

補助など、事業者支援を実施している。

また、現行の地域公共交通確保維持改善事業費補助金における地域内フィー

ダー系統補助金は、原則として、その運行区域のすべてが指定都市の区域内であ

るものは対象外となっているため、輸送量に関わらず、札幌市が独自に路線維持

のための補助を実施しているが、財政負担が非常に大きく、持続可能性に課題が

ある。

さらに、国の補助対象外であるため自治体の財政負担が大きいにもかかわらず、

地方バス路線に係る特別交付税について、輸送量150人超/日の系統への補助

経費が対象外となっているほか、財政力指数による調整のため、国から十分な措

置がなされていない。

【総務省、国土交通省】

５．バス路線維持に関する支援の強化

市

内

バ

ス

運

転

手

市

内

バ

ス
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数



－最重点要望事項－

１.国土強靱化実施中期計画の策定により、国土強靱化事業への継続的な財政支援を講じること。

２.積雪寒冷地特有の舗装損傷に対応するため、緊急自然災害防止対策事業債を継続すること。

３.地すべり防止区域に指定された手稲山地区の地すべり防止対策の早期事業化を促進すること。

要望事項

現状・課題

【内閣官房、総務省、国土交通省】

６．国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

積 雪 寒 冷 地 特 有 の 舗 装 損 傷

手稲山地区地すべり位置図

今後も総合的・計画的に施策を推進するた

め、現行の「5か年加速化対策」に続き、令和8

年度以降の実施計画「国土強靱化実施中期計

画」により、必要な予算・財源を別枠で確保す

ることが必要である。

積雪寒冷地特有の舗装損傷に対して、適切

な措置を行い、災害の発生を予防し、又は被

害の拡大を防止する必要がある。

札幌市西部に位置する手稲山の北東山麓に

は、地すべりが発生するおそれのある地形・地

質があり、大規模な地すべりが発生した場合、

山麓の市街地や重要な交通網等に甚大な被

害を及ぼすことが懸念される。
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－最重点要望事項－

１.防災・安全交付金などについて十分な予算を確保し、道路除排雪費用に係る安定的な財政措置を講じる
こと。

２.大雪に見舞われた際には、幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置などの適切な追加措置を講じること。

３.除排雪経費に係る普通交付税について、近年の労務単価の上昇などの実情に見合った、地方交付税措置
の更なる拡充を講じること。

要望事項

現状・課題

多雪寒冷の地域にありながら、190万人以上の人口

を擁する札幌市にとって、除排雪等の雪対策事業は、

冬期間の都市機能の維持や市民の安全な暮らしのた

めになくてはならない施策。近年の労務単価や機械損

料などの上昇により、道路除排雪費用は年々増加傾

向にあり、厳しい財政運営を迫られている。雪寒指定

路線の道路除雪に係る費用は、国費の配分額が不足

すると自主財源で補填せざるを得ない状況となる。

また、大雪に見舞われた際には、除排雪作業等の負

担が増大し、過度の財政負担が生じる。

除排雪経費の一般財源所要額は、200億円を超え

る水準が継続する一方、普通交付税における基準財

政需要額は110 億円前後で推移し、交付税算入率は

50％前後と、近年の大幅な労務単価の上昇などの実

態と大きく乖離している。

【総務省、国土交通省】

普通交付税算入額
【算入率】

一般
財源

除排雪経費
合計

11,027【59.9%】18,40021,4852018決算

11,114【68.9%】16,12219,2342019決算

11,315【62.8%】18,01920,6392020決算

11,138【41.4%】26,92331,6382021決算

11,313【48.6%】23,27126,8912022決算

11,751【47.5％】24,72727,6342023決算

11,924【47.5％】25,09327,8052024予算

【道路の除排雪経費の普通交付税算入率】

(百万円)

(年度)

７．除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充
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【参考】公共工事設計労務単価の推移

(円)
１日8時間 (年度)

【除排雪経費と最大積雪深の推移】

(百万円)

(決算見込)
(ｃｍ)

最大積雪深

除排雪経費

(年度)

雪寒 指 定 道 路
（※１）

雪寒指定道路以外等
（※２）

雪寒法に基づく国費 ２／３
（防災・安全交付金、雪寒地域道路事業費補助）

法定補助率に対する国費不足額
【一般財源にて補填】

一 般 財 源

一般財源
1／３

※２ 雪寒指定道路以外 3,796km
道道： ０km
市道：3,796 km

※１ 雪寒指定道路 1,665km
道道：242km
市道：1,423km

除雪事業における財政措置



－最重点要望事項－

１.工期短縮に向けた検討を継続し、新函館北斗・札幌間の早期完成を実現すること。

２.開業の遅れに伴う影響の最小化に向けた方策や、新たな地方負担を発生させない措置を講じること。

３.建設財源の確保及び地方負担に対する財源措置の拡充を講じること。

４.青函共用走行区間等における新幹線高速走行を早期に実現すること。

要望事項

現状・課題

【総務省、財務省、国土交通省】

令和7年3月、国の有識者会議の報告書において、札幌延伸につい

て、現時点では概ね2038年度末頃の完成・開業を見込み、更なるリ

スクが発現した場合、さらに数年単位で遅れる可能性が示された。

札幌延伸は、首都圏のみならず東北・北関東圏との新たな文化・経

済交流を促進し、ひいては道内経済活性化に寄与することから、工期

短縮に向けた検討を継続し、一日も早い完成・開業を求める。

また、開業の遅れに伴う影響を最小限に抑えるための方策や、事業

費の増嵩に伴う新たな地方負担が生じないよう適切な措置を講じるこ

とが必要である。

加えて、幅広い観点からの建設財源の確保や北海道新幹線への重

点配分、さらには地方負担のうち地方債充当分に対する交付税措置率

の引上げの条件緩和など、負担軽減に向けた財源措置が必要である。

さらに、札幌延伸の効果を高めるためには、新幹線と貨物列車の青

函共用走行区間における全ダイヤの高速走行の早期の実現及びその

他の区間のできる限りの高速化（最高速度360km/h）が必要である。

北 海 道 ・ 札 幌 市 共 同 提 案

整備状況

８．北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

財政措置の状況



１.都心部におけるまちづくりの象徴となるような連節車両の導入や水素燃料電池車両を活用した
ＡＩデマンド交通の運行に向けた社会実験の実施に対する財政支援を講じること。

２.人や環境にやさしいＬＲＴの利点を生かした、新たな公共交通システムの本格運行に向けて、
検討会議等への参画や助言など、継続的な支援を講じること。

要望事項

現状・課題

【経済産業省、国土交通省、環境省】

札幌市では、札幌駅周辺の開発等を受けて、移動需要の増加が見込ま

れる中、都心のまちづくりと連携しながら、利便性の高い交通体系を構築

し、都心部の回遊性を高めることが必要となっている。

また、令和６年６月に「GX 金融・資産運用特区」の指定を受けるなど、

北海道・札幌市において脱炭素の機運がより高まる中、水素需要の創出に

向けたモビリティ分野の象徴的な取組が求められている。

さらには、近年の公共交通の利用者減少や運転手不足に対応するため、

デジタル技術を活用した MaaS や将来的な自動運転など、利便性が高く

持続可能な公共交通の検討も必要な状況である。

これらの状況を背景に、現在検討を進めている新たな公共交通システム

では、地域住民や観光客など様々な人の移動利便性の向上に加えて、水

素利活用による脱炭素社会への貢献や、魅力と賑わいあふれるまちづくり

の観点も取り入れながら、2030年の本格運行を目指している。

新たな公共交通システム 本格運行時のイメージ

９．都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

－最重点要望事項－



１.滑走路延伸の2030年供用開始に向けた事業化の調査・検討及び早期事業化を行うこと。

２.民間航空機の増便と自衛隊の運用の両立に向けた協議・調整及び空港敷地拡張に向けた支援を講じること。
（訓練場所の確保、管制・除雪の体制強化等）

３.ビジネスジェットの利用拡大に向けた環境整備を行うこと。（専用動線、国際便対応、ＣＩＱ整備等）

要望事項

現状・課題

都心に近接する丘珠空港は、道内航空ネットワークの拠点であり

道外とも結ぶ空港として、北海道全体の観光振興や経済の活性化、

医療・防災機能などの面で大きな可能性を有することから、今後も

更に丘珠空港の活用を図っていくため、2022 年11 月に「丘珠空

港の将来像」を策定した。

この将来像に示す機能強化策の実現に向けて、関係機関等と連

携し、滑走路延伸を含む各種機能の強化に必要な議論を行ってお

り、機能強化の柱となる滑走路延伸については、最短と考えられる

2030年供用開始を目指しているところ。

札幌市が策定した「丘珠空港の将来像」の実現に向けては、丘珠

空港を管理する国（防衛省・国土交通省）の理解と協力が必須であ

る。また、将来像に示す空港機能強化により、現在夏ダイヤのみの

運航となっているリージョナルジェット機が通年運航可能となるほ

か、ビジネスジェットも含めた運航可能機材が増える等、丘珠空港

が持つ役割の強化につながり、それが札幌市のみならず北海道全

体の発展に寄与する。

【国土交通省、防衛省】

10．丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

－最重点要望事項－





令和８年度
札幌市重点要望

－ 重点要望事項 －

Sapporo

－重点要望事項－



子どもやひとり親家庭等に対する医療費助成制度について、住んでいる地域により助成内容に差異が生じることの

ないよう、国による統一的な制度を創設すること。

近年、子育て世帯の経済的負担の軽減などを目的に給食費を無償化する自治体が増えているなか、自治体の人口

規模や財政状況によらず、子育て世帯の学校給食費の負担を軽減するため、国の責任において、学校給食費の無償

化を小学校だけではなく中学校も含めて確実かつ早期に実現すること。

利用者負担額（保育料）の多子軽減に係る同時入所要件の撤廃など、国の責任において負担軽減措置を拡大する

とともに、必要な財源措置を講じること。

【こども家庭庁、文部科学省】

【こども家庭庁】

【厚生労働省】

１．子ども・若者

保育士及び幼稚園教諭・保育教諭（以下「保育士等」という。）の処遇は公定価格において段階的に改善が進んで

いるものの、賃金水準は未だ低い状況にあることから、保育士等の処遇改善の更なる拡充を行うこと。

加えて、より細やかな目配りや個別の対応が求められる２歳児以下に係る保育士の配置基準について、早急に見

直しを行うこと。

１．子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な
支援制度の創設

２．配置基準の見直しを含む保育士等の処遇改善に向けた支援

３．医療型短期入所に係るサービス報酬への支援

医療型短期入所事業については、医療的ケアが必要な障がい児を受け入れるにあたり、施設改修や十分なケアを

確保できる人員配置など事業者負担が大きく受入体制の拡充が進まないことから、サービス報酬について、診療報

酬における小児入院医療管理料に関連する加算を含めたものと同程度になるよう増額措置を講じること。

最重点(５頁)

－重点要望事項－



【文部科学省】

【文部科学省】

【文部科学省】

１．子ども・若者

いじめに加え、不登校、虐待等の課題を抱える児童生徒への対応を充実させるために、関係法令等の改正によりス

クールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを教職員定数として算定し国庫負担の対象とすること。

また、児童生徒等の健康相談において重要な役割を担っている養護教諭が、専門性や保健室の機能を最大限に発

揮し、いじめや不登校、虐待などの問題が関わっていること等のサインにいち早く気付くことができるよう、養護教諭

の全校複数配置を可能とするよう配置基準を見直すこと。

１人１台端末等の運用・支援を担うヘルプデスクの設置費用、各種サービスのアカウント管理費用、端末等のトラブ

ルへの対応費用、教員研修等に必要な経費、可搬型通信機器（ＬＴＥ通信）の通信費及びセキュリティ対策費への財

政措置の充実を図るとともに、各種学習アプリの購入費及びインターネット通信費等のランニングコストについても、

十分な財政支援を行うこと。

４．いじめや不登校等の教育現場の課題解決に向けた支援

５．ＧＩＧＡスクール構想に要する経費に係る財源の確保

６．学校施設整備に係る国庫補助の拡充及び財源の確保

学校施設環境改善交付金について、自治体が学校施設整備を計画的に進めることができるよう、計画事業量に見

合う十分な財源を確保した上で、速やかな採択を行うとともに、自治体の要請に応じて、本省繰越予算ではなく事業

年度の当初予算における交付金で採択すること。

公立学校施設整備費国庫負担金等における補助単価の改善、算定割合の引上げ及び財源の確保を行うこと。

学校施設環境改善交付金における冷房設備整備に係る計画事業量に応じた予算の確保、実勢単価に見合った補

助単価の引上げ、算定割合の引上げ、高等学校等への対象範囲の拡大を行うこと。

－重点要望事項－



【総務省、国土交通省】

【経済産業省】

【総務省、厚生労働省】

２．生活・暮らし

１．除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充

雪寒指定路線の道路除雪に係る補助は、法定補助率を下回る配分額が続いていることから、防災・安全交付金な

どについて十分な予算を確保し、道路除排雪費用に係る安定的な財政措置を講じること。

また、大雪に見舞われた際には、幹線市町村道除雪費補助の臨時特例措置などの適切な追加措置を講じること。

除排雪経費に係る普通交付税について、近年の労務単価の上昇などの実情に見合った地方交付税措置の更なる

拡充を講じること。

２．エネルギー価格の負担軽減に向けた支援

石油製品をはじめとするエネルギー価格の高止まりが、市民生活及び企業活動に大きな影響を及ぼしており、今後

もひっ迫した状況が続くことが予想されることから、石油製品の価格安定や安定供給、電気等エネルギー価格の負

担軽減を図るため、引き続き、国による「燃料油価格激変緩和補助金」及び電気・ガス料金の負担軽減の支援策を講

じること。

３．持続可能な救急医療体制の確保に係る財政措置の拡充

持続可能な救急医療体制の確保のため、地方交付税措置の拡充や新たな補助制度の創設などの財源措置を充実

させること。

－重点要望事項－

最重点(９頁)

４．公立病院の持続可能な経営に向けた診療報酬改定及び財政措置の拡充 【総務省、厚生労働省】

全国的な物価高騰や賃金上昇に診療報酬の改定が追いついておらず、病院経営が著しくひっ迫している状況
である。特に、公立病院は、災害医療、感染症対応、周産期医療をはじめとした民間では採算性の関係で対応が
難しい医療を担い、最後の砦としてその役割はますます高まっていることから、持続的な経営のため、診療報酬
について、物価・賃金の上昇に適切に対応できる仕組みを講じるとともに、地方交付税措置や補助制度などの財
政措置の充実・確保を図ること。



【総務省】

【厚生労働省、国土交通省】

２．生活・暮らし

５．共生社会の実現に向けた公共交通機関や建築物のバリアフリー化等への支援

誰もが円滑に移動することができ、快適に利用できる環境を整えるために、引き続き、旅客施設ほか市有・民間建

築物のバリアフリー化や、バリアフリー車両（ノンステップバス・ユニバーサルデザインタクシー）の導入への財政支援

を講じること。

公共交通事業者による障がい者への運賃割引制度について、身体障がい者及び知的障がい者と同様に、精神障

がい者も対象となるよう、事業者への財政支援等必要な措置を講じること。

６．難病医療費に係る地方交付税措置の拡充

難病医療費に係る普通交付税は、権限が移譲された当初から算入不足が生じており、不足額も年々増加している

ことから、地方交付税措置の更なる拡充等を行うこと。

－重点要望事項－

７．マイナンバーカード関連手続きの対応支援及び利便性向上

平成28年にマイナンバーカードの交付が開始されてから10年目を迎え、マイナンバーカードの更新に伴う交付申

請増加への対応や、マイナンバーカードと公的な身分証明書との一体化などに伴い増加する、カード関連手続きに対

応するための充分な財源措置を講じること。

また、カード保有者の増加に伴う市民及び地方自治体の負担軽減のため、電子証明書の更新の手続きについて、

オンライン等での申請を可能とし、窓口への来庁を不要とするなど、カードに係る手続の利便性を向上させること。

【デジタル庁、総務省】



【こども家庭庁、厚生労働省】

【厚生労働省】

２．生活・暮らし

９．介護保険の第１号被保険者の保険料抑制や負担軽減措置の拡充

介護保険料は、高齢化の進展に伴うサービス費用の増加により上昇しており、高齢者世帯にとって大きな負担と

なっていることから、保険料納付の負担を軽減するため、サービス費用の財源に占める国の負担割合の引上げを行

うこと。

加えて、令和６年度以降、公費負担による低所得者層向け保険料軽減措置が縮小されていることから、当該措置の

拡大を講じること。

８．高齢・障がい福祉施設等への冷房設備の整備に係る支援

寒冷地である札幌市においても夏の暑さによる熱中症等の健康被害が増加しており、特に高齢者施設及び障がい

福祉施設等の、健康上の配慮を要する方が多く入所する施設においては対策が急務である。

一方で、市内事業所では冷房設備の整備がなされていない事業所が多く、今後、対策を要する事業者への整備を

進めるためには、継続的かつ十分な事業者負担の軽減策が必要であることから、財政支援を継続するとともに、対

象施設や設置場所の拡充を行うこと。

－重点要望事項－

高齢化がますます進展する中、介護予防・重度化防止の取組や、支援ニーズに柔軟に対応できる包括的支援体制

の構築を進めていくため、介護予防・日常生活支援総合事業において国が定める事業費の上限の撤廃や大幅な引

上げ、財政調整交付金の事業費負担割合からの枠外化などによる国の事業費負担割合の引上げを講じること。

10．介護予防・日常生活支援総合事業の上限等に係る制度の見直し 【厚生労働省】



【内閣官房、総務省、国土交通省】

－重点要望事項－

【総務省、厚生労働省】

３．安全・安心

１．国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

国土強靱化実施中期計画の策定により国土強靱化事業への継続的な財政支援を講じること。

また、積雪寒冷地特有の舗装損傷に対応するため、緊急自然災害防止対策事業債を継続すること。

札幌市西部に位置する手稲山山麓には、地すべりが発生するおそれのある地形・地質があり、大規模な地すべりが

発生した場合、山麓の市街地や重要な交通網等に甚大な被害を及ぼすことが懸念されることから、市民の安全・安

心確保のため、地すべり防止区域に指定された手稲山地区の地すべり防止対策の早期事業化を促進すること。

３．災害対応機能強化に向けた支援の拡充

災害時における福祉施設の安定運営や医療提供体制の維持・確保を図るため、高齢者施設及び医療機関において、

非常用電源設備整備の促進に向け、引き続き財政支援を継続するとともに、補助対象の拡充・補助要件の緩和を行

うこと。

積雪寒冷地という地域特性を踏まえた、冬季の発災を想定した非常用電源設備整備などの避難所機能強化や、消

防防災施設・設備の整備は継続的に取り組む必要があることから、令和７年度末が期限となっている緊急防災・減災

事業債の恒久化を行うとともに現行と同様の地方財政措置を講じること。

２．道路及び治水事業の着実な実施に向けた財源確保

社会経済活動や地域生活を支える社会基盤として重要な役割を担う道路については、今後、大規模な補修や更新

需要の大幅な増加が見込まれることから、道路整備・管理を長期安定的に進められるよう、新たな財源・制度の創設及び必

要な予算を確保すること。

また、豊平川における河道整備等の直轄河川の改修や、気候変動対応に向けた豊平川のより一層の治水対策な

どの事業を着実に推進できるよう、治水事業全般にかかる予算総額の確保を行うこと。

【国土交通省】

最重点(８頁)



【国土交通省】

【内閣官房、厚生労働省】

３．安全・安心

４．上下水道施設の老朽化対策に係る国費支援の着実な実施

札幌市は、1970年代から1980年代にかけて集中的に上下水道の処理施設や管路の整備を進めたため、今後、

老朽化した施設が急増する。

特に管路については、10年後には、国が定める耐用年数を超える水道管が現状の概ね２割から４割に、下水道管

が概ね３割から７割に達し、老朽化施設が加速度的に増加していく。

これまでも、延命化等を行いながら計画的に改築・更新を進めてきたところであるが、老朽化した管路が急増する

ことで、漏水や道路陥没などの事故の増加や、本年１月に埼玉県八潮市で発生したような大きな事故につながること

が危惧される。

そのため、処理施設への支援継続に加え、管路に対する対象範囲の拡大及び交付要件を緩和し、老朽化対策の加

速化に向けた財政支援の拡充を着実に講じること。

５．今後の感染症対策

次なる感染症危機に備えるため、地方自治体における感染症対応の備蓄に係る財政支援を講じること。

また、新興・再興感染症流行時の感染対策の体制強化のため、実施する訓練等について、補助額や補助率の算定

割合の引上げを講じること。

加えて、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」及び「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律」に基づく、道府県知事の権限を、希望する指定都市の市長に財源と併せて移譲できるようにすること。

－重点要望事項－



【金融庁、経済産業省】

４．経済、スポーツ・文化

１．ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援

日本の再生可能エネルギー供給基地、世界中からＧＸに関する資金・人材・情報が集積するアジア・世界の「金融

センター」を実現するため、金融機能の強化集積やＧＸ産業の集積に向けた北海道・札幌「ＧＸ 金融・資産運用特

区」への支援を引き続き行うこと。

また、ＧＸ事業には投資額が大きく、事業期間が長期間となるものがあることから、ＧＸ推進機構の債務保証や出

資を活用しながら、民間金融機関が積極的に資金供給できる環境整備や、事業・投融資の予見可能性を高めるため

の収支変動リスクなどに対応する支援策を講じること。

－重点要望事項－

３．政府関係機関の地方移転の着実な実施

地方創生の更なる推進に向け、東京一極集中の早期是正に資する政府関係機関の地方移転について、着実に実

施すること。また、地方移転に当たっては、地方からの提案を最大限生かすため、国と地方が密な連携を図りながら

推進できる枠組みとすること。

【内閣官房、内閣府】

２．成長分野への投資促進に対する支援

札幌市・北海道におけるＡＩ・半導体関連産業の集積に向け、ＡＩ北海道会議の取組等を通じたスタートアップによ

る地域での実証・実装活動への支援を講じるとともに、これらの活動の支援機能を果たす拠点施設に対する必要な

支援を検討すること。

また、スタートアップの成長を強力に押し進め、様々な地域課題の解決と産業振興・経済活性化を両面から推進す

るため、第２期スタートアップ・エコシステム拠点形成戦略における一層の支援、スタートアップの資金調達環境の向

上に向けた措置を講じること。

【内閣官房、内閣府、経済産業省】

北 海 道 ・ 札 幌 市 共 同 提 案

最重点(３頁)

最重点(４頁)



【法務省、財務省、経済産業省、国土交通省、防衛省】

４．経済、スポーツ・文化

６．道内空港の機能強化に向けた支援

国際航空路線の新規就航及び増便需要の増加を踏まえ、道内空港における国際線利用者の受入体制の整備に向

けた支援策を講じること。

また、新千歳空港における通年での安定運航や機能強化を図るため、誘導路複線化の整備等の確実な推進や一部

外国航空会社乗り入れ制限の更なる緩和を行うこと。

－重点要望事項－

原油・原材料価格高騰の影響を受けている市内事業者の資金繰りや生産性向上等の事業継続、海外展開等への

支援を引き続き行うこと。また、積極的な賃上げや人材投資に取り組む事業者などに対し、コスト上昇分を適切に価

格転嫁できる環境整備への支援についても、引き続き行うこと。

４．物価高克服に向けた事業者への支援 【財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省】

５．人手不足分野における人材確保に向けた支援 【厚生労働省、国土交通省】

少子高齢化に伴い生産年齢人口が減少していく中、医療・介護・保育・建設・交通・物流・観光等の分野においては

人手不足が顕著となっていることから、企業に対する相談・支援体制の充実及び多様な人材として外国人の採用を

促進していくための支援策を講じること。

特に、介護・障がい福祉サービスのニーズの増加が見込まれることから、将来にわたる安定した介護・障がい福祉

サービスを提供するため、介護等従事者の人材確保、離職防止や定着促進、負担軽減に結びつくような取組に対し

て、地域医療介護総合確保基金の運用見直しを含め、財政支援の拡充や処遇改善策を講じること。



大規模国際競技大会等の誘致に当たっては、国や開催地、競技団体等が一体となって誘致交渉が行える体制を構

築するとともに、開催に必要な各種競技の運営人員の確保において、応援要請など人材を十分に確保できる支援策

を講じること。

また、持続可能な大会運営を可能とするため、各競技団体が人材育成に取り組む際のソフト面での支援のみならず、

人材育成に必要となる経費に関する補助金等を創設すること。

【文部科学省】

【内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省】

４．経済、スポーツ・文化

－重点要望事項－

８．大規模国際競技大会等の誘致・開催に向けた支援

９．ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等
への支援

世界屈指のウインタースポーツシティの実現に資する競技施設（ジャンプ競技場、カーリング競技場、アイススケー

ト競技場、バイアスロン競技場等）の運営・再整備等に必要な財政措置を講じること。

新月寒体育館を中心に構想している「札幌ドーム周辺地域におけるスポーツ交流拠点」の整備に関して、既存支援

メニューの拡充を含めた財政支援等の充実を行うこと。

７．スノーリゾート実現への支援

高いポテンシャルを有する冬の札幌の魅力も含め、訪日外国人から高い評価を受ける我が国のスノーリゾートを、

国が目指す観光立国の実現に向けたプロモーション戦略の柱に位置付け発信するとともに、国際競争力の高いス

ノーリゾートの実現のために必要となる、スキー場の施設整備等の中・長期的な取組について、「国際競争力の高い

スノーリゾート形成促進事業」の対象事業や事業期間を拡大するなど、支援制度の拡充を講じること。

【国土交通省】



【文部科学省】

４．経済、スポーツ・文化

－重点要望事項－

10．総合型ハイパフォーマンススポーツセンターの誘致

我が国におけるウインタースポーツの更なる振興や競技力向上を図るとともに、アスリート支援を通じて得られる知

見を市民の健康寿命延伸に資する取組に活用していくため、冬季競技を中心とした総合型ハイパフォーマンスス

ポーツセンター（ＨＰＳＣ） の将来的な札幌への設置を行うこと。

アスリートの競技力向上に資する医・科学に関する知見の共有など、北海道スポーツ医・科学コンソーシアムへの支

援の継続及び東京都北区のＨＰＳＣとの更なる連携強化を行うとともに、総合型ＨＰＳＣとの連携を想定しているナ

ショナルトレーニングセンター(ＮＴＣ)競技別強化拠点の指定拡大・機能充実に向けた支援を講じること。



【経済産業省、環境省】

【国土交通省、環境省】

【総務省、経済産業省、国土交通省、環境省】

５．環境

１．水素社会の早期実現に向けた支援

水素サプライチェーンを構築するため、道内の再生可能エネルギーを活用した水素製造に係るコスト低減への支援

のほか、需要地へ水素を運んで利用するための貯蔵・運搬技術の実証や導入、新たな水素利活用技術への支援を

継続・拡充すること。

また、再エネを活用した水素製造促進のため、水素製造に使用する電力の適切な価格での確保を支援すること。

さらに、水素需要の創出・拡大に向けて、建物用燃料電池等の水素利活用設備の導入、水素ステーションの整備及

び燃料電池自動車の導入への支援を継続・拡大するとともに、水素ステーションの事業性確保及び寒冷地に対応す

る大型燃料電池自動車の開発・実証への支援を継続・拡充すること。

２．清掃工場等における財源措置

廃棄物処理施設の建設、改修、解体には多額の費用を要することから、循環型社会形成推進交付金が引き続き

満額交付されるよう適切な予算措置を講じること。

３．地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

都心部における熱導管幹線の整備やコージェネレーションシステム等による熱供給プラントの整備等に活用してい

る、地域脱炭素推進交付金について、自治体規模に応じた上限額の設定や交付期間の見直しの措置を講じること。

令和７年度までの事業期間となっている脱炭素化推進事業債及び公営企業債（脱炭素化推進事業）について、令

和８年度以降も引き続き活用できるよう事業期間の延長を行うとともに現行と同様の地方財政措置を講じること。

ゼロエミッション自動車について、４ＷＤや寒冷地仕様を含めた多様な車種が開発・販売されるよう政策的支援を

講じること。

ＺＥＨ・ＺＥＢの普及に向け、積雪寒冷地の実情に即した補助制度の拡充及び評価基準を改定するとともに、寒冷

地エアコンなどの高効率暖房や給湯器、太陽光発電システム等の導入・設置を行う一般家庭に対しても十分な支援

を講じること。

－重点要望事項－



【国土交通省】

【総務省、財務省、国土交通省】

６．都市空間

１．都市の魅力向上や防災力を高める市街地再開発事業への支援

都心部において、北海道新幹線札幌開業を見据えた広域交通結節点としての機能強化や民間による複数の大型

再開発プロジェクトが進行しているが、資材価格等の高騰が継続する中で、今後、工事の本格化に伴い各年度の事

業費が大幅に増加する見通し。

資材価格等が高騰している状況下においても、札幌の魅力や価値を国内外に発信する拠点を形成するとともに、

都市の防災力向上に寄与する、市街地再開発事業を計画的かつ確実に推進するため、十分な財源措置を講じること。

３．北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

北海道新幹線の札幌延伸は、首都圏のみならず東北・北関東圏との新たな文化・経済交流を促進し、ひいては道

内経済活性化に寄与することから、工期短縮に向けた検討を継続し、一日も早い完成・開業を実現すること。加えて、

開業の遅れに伴う影響の最小化に向けた方策や、新たな地方負担を発生させない措置を講じること。

また、幅広い観点からの建設財源の確保や北海道新幹線への重点配分、地方負担のうち地方債充当分に対する

交付税措置率の引上げの条件緩和などの財源措置、青函共用走行区間における全ダイヤの高速走行の早期の実現

及びその他の区間のできる限りの高速化を実現すること。 北 海 道 ・ 札 幌 市 共 同 提 案

－重点要望事項－

最重点(６頁)

最重点(10頁)

２．バス路線維持に関する支援の強化 最重点(７頁) 【総務省、国土交通省】

運転手不足の深刻化によるバス路線の減便・廃止に対応するため、事業者や自治体による運転手確保に向けた取

組について、財政支援を拡充すること。

また、バス路線は社会経済活動や地域生活を支える重要な社会基盤であることから、指定都市内の系統にも国の

支援が行き渡るよう、地域公共交通確保維持改善事業費補助金の対象を拡充するとともに、路線バス維持に係る特

別交付税の財政措置を拡充すること。



【国土交通省、防衛省】

６．都市空間

【国土交通省】

５．丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

滑走路延伸の２０３０年供用開始に向けた事業化の調査・検討及び早期事業化、民間航空機の増便と自衛隊の運

用の両立に向けた協議・調整及び空港敷地拡張に向けた支援、ビジネスジェットの利用拡大に向けた環境整備等を

行うこと。

６．地下鉄南北線さっぽろ駅改良事業への支援

本事業は、列車遅延・運行円滑化対策として、ホーム増設（１面２線→２面２線）を行うとともに、エスカレーター等の

整備を行うことで、駅ホームの移動円滑化・利便性の向上を図る大規模事業であることから、確実な実施に向け引き

続き必要な財政支援を講じること。

－重点要望事項－

最重点(12頁)

４．都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの
構築に向けた支援

都心部におけるまちづくりの象徴となるような連節車両の導入や水素燃料電池車両を活用したＡＩデマンド交通の

運行に向けた社会実験の実施に対する財政支援を講じること。

人や環境にやさしいＬＲＴの利点を生かした、新たな公共交通システムの本格運行に向けて、検討会議等への参画

や助言など、継続的な支援を講じること。

【経済産業省、国土交通省、環境省】
最重点(11頁)



【国土交通省】

６．都市空間

【国土交通省】

７．「国道５号 創成川通」等の骨格道路網の機能強化

札幌都心部と高速道路間のアクセスを強化し、時間信頼性の向上や都心部への物流交通の安定性向上を早期に

図るためにも、「国道５号 創成川通」の整備を促進すること。

札幌圏連携道路の一部である「札幌北広島環状線（豊平川工区）」は石狩湾新港から江別市等を結ぶ産業連携軸

であり、道央圏の物流ネットワークの機能強化等を図るため、大規模橋梁を含む未着手区間について国庫補助事業

として新規採択すること。

そのほか、国等の関係機関と連携のもと、人流・物流を支える放射・環状等の骨格道路網の機能強化等を推進する

ため、札幌市の交通体系の検討に向けた基礎的な調査へ協力すること。

８．「札幌駅交通ターミナル整備」の促進

札幌市では、「札幌駅交流拠点まちづくり計画」等に基づき、北海道新幹線札幌開業を見据え、新幹線・地下鉄・

ＪＲ・バス・タクシーなど交通機関相互の乗継機能の強化やバスターミナルの再整備、地下鉄南北線さっぽろ駅ホー

ムの増設等により、「国道５号 創成川通」と連携して、多様な交流を支える利便性の高い一大交通結節点を形成す

ることを目指し、その実現に向けて重点的に取り組んでいるところ。

周辺の再開発事業と連携し、北海道新幹線と高速バスが直結する利便性・快適性の高い「札幌駅交通ターミナル

整備」を促進すること。

－重点要望事項－



頁要 望 事 項府 省庁

４２ 成長分野への投資促進に対する支援内閣官房

８６ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

４２ 成長分野への投資促進に対する支援内閣府

３１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援金融庁

５３ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設こども家庭庁

７５ バス路線維持に関する支援の強化総務省

８６ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

９７ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付措置の拡充

10８ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

10８ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援財務省

５３ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設文部科学省

３１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援経済産業省

４２ 成長分野への投資促進に対する支援

11９ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

６４ 都市の魅力向上や防災性を高める市街地再開発事業への支援国土交通省

７５ バス路線維持に関する支援の強化

８６ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

９７ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付措置の拡充

10８ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

11９ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

1210 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

11９ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援環境省

1210 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化防衛省

－府省庁別要望事項一覧－

最重点要望事項 府省庁別要望事項一覧



重点要望事項 府省庁別要望事項一覧

頁要 望 事 項府省 庁

20１ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援３ 安全・安心内閣官房

21５ 今後の感染症対策

22２ 成長分野への投資促進に対する支援４ 経済、スポーツ・文化

22３ 政府関係機関の地方移転の着実な実施

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

22２ 成長分野への投資促進に対する支援４ 経済、スポーツ・文化内閣府

22３ 政府関係機関の地方移転の着実な実施

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

22１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援４ 経済、スポーツ・文化金融庁

15１ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設１ 子ども・若者こども家庭庁

15２ 配置基準の見直しを含む保育士等の処遇改善に向けた支援

19８ 高齢・障がい福祉施設等への冷房設備の整備に係る支援２ 生活・暮らし

18７ マイナンバーカード関連手続きの対応支援及び利便性向上２ 生活・暮らしデジタル庁

17１ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充２ 生活・暮らし総務省

17３ 持続可能な救急医療体制の確保に係る財政措置の拡充

17４ 公立病院の持続可能な経営に向けた診療報酬改定及び財政措置の拡充

18６ 難病医療費に係る地方交付税措置の拡充

18７ マイナンバーカード関連手続きの対応支援及び利便性向上

20１ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援３ 安全・安心

20３ 災害対応機能強化に向けた支援の拡充

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援４ 経済、スポーツ・文化

26３ 地域の脱炭素化に向けた支援の拡充５ 環境

27２ バス路線維持に関する支援の強化６ 都市空間

27３ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

23６ 道内空港の機能強化に向けた支援４ 経済、スポーツ・文化法務省

23４ 物価高克服に向けた事業者への支援４ 経済、スポーツ・文化財務省

23６ 道内空港の機能強化に向けた支援

27３ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援６ 都市空間
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重点要望事項 府省庁別要望事項一覧

頁要 望 事 項府省 庁

15１ 子育てに係る経済的負担の軽減に向けた国による統一的な支援制度の創設１ 子ども・若者文部科学省

16４ いじめや不登校等の教育現場の課題解決に向けた支援

16５ ＧＩＧＡスクール構想に要する経費に係る財源の確保

16６ 学校施設整備に係る国庫補助の拡充及び財源の確保

24８ 大規模国際競技大会等の誘致・開催に向けた支援４ 経済、スポーツ・文化

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

2510 総合型ハイパフォーマンススポーツセンターの誘致

15３ 医療型短期入所に係るサービス報酬への支援１ 子ども・若者厚生労働省

17３ 持続可能な救急医療体制の確保に係る財政措置の拡充２ 生活・暮らし

17４ 公立病院の持続可能な経営に向けた診療報酬改定及び財政措置の拡充

18５ 共生社会の実現に向けた公共交通機関や建築物のバリアフリー化等への支援

19８ 高齢・障がい福祉施設等への冷房設備の整備に係る支援

19９ 介護保険の第１号被保険者の保険料抑制や負担軽減措置の拡充

1910 介護予防・日常生活支援総合事業の上限等に係る制度の見直し

20３ 災害対応機能強化に向けた支援の拡充３ 安全・安心

21５ 今後の感染症対策

23４ 物価高克服に向けた事業者への支援４ 経済、スポーツ・文化

23５ 人手不足分野における人材確保に向けた支援

23４ 物価高克服に向けた事業者への支援４ 経済、スポーツ・文化農林水産省

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

17２ エネルギー価格の負担軽減に向けた支援２ 生活・暮らし経済産業省

22１ ＧＸ投資に関するアジア・世界の金融センター実現のための支援４ 経済、スポーツ・文化

22２ 成長分野への投資促進に対する支援

23４ 物価高克服に向けた事業者への支援

23６ 道内空港の機能強化に向けた支援

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

26１ 水素社会の早期実現に向けた支援５ 環境

26３ 地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

28４ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援６ 都市空間
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重点要望事項 府省庁別要望事項一覧

頁要 望 事 項府省 庁

17１ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保及び地方交付税措置の拡充２ 生活・暮らし国土交通省

18５ 共生社会の実現に向けた公共交通機関や建築物のバリアフリー化等への支援

20１ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援３ 安全・安心

20２ 道路及び治水事業の着実な実施に向けた財源確保

21４ 上下水道施設の老朽化対策に係る国費支援の着実な実施

23４ 物価高克服に向けた事業者への支援４ 経済、スポーツ・文化

23５ 人手不足分野における人材確保に向けた支援

23６ 道内空港の機能強化に向けた支援

24７ スノーリゾート実現への支援

24９ ウインタースポーツシティの実現に資する施設の再整備等への支援

26２ 清掃工場等における財源措置５ 環境

26３ 地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

27１ 都市の魅力向上や防災力を高める市街地再開発事業への支援６ 都市空間

27２ バス路線維持に関する支援の強化

27３ 北海道新幹線の札幌延伸に向けた支援

28４ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援

28５ 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化

28６ 地下鉄南北線さっぽろ駅改良事業への支援

29７ 「国道５号 創成川通」等の骨格道路網の機能強化

29８ 「札幌駅交通ターミナル整備」の促進

26１ 水素社会の早期実現に向けた支援５ 環境環境省

26２ 清掃工場等における財源措置

26３ 地域の脱炭素化に向けた支援の拡充

28４ 都心のまちづくりを支える新たな公共交通システムの構築に向けた支援６ 都市空間

23６ 道内空港の機能強化に向けた支援４ 経済、スポーツ・文化防衛省

28５ 丘珠空港の将来像実現に向けた機能強化６ 都市空間
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札幌市 まちづくり政策局 政策企画部 政策調整課

〒060-8611 北海道札幌市中央区北１条西２丁目

TEL 011-211-2206
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​別添３​
​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市​
​【ＤＸ推進に向けた取組について】​
​１　行政のデジタル化について​
​　⑴　仙台市ＤＸ推進計画2024ｰ2026について​
​　　​​ア　概要​

​　　　　仙台市は、人口減少や自然災害、新興感染症といった社会課題に対​

​応し、安定的かつ効果的な行政サービスを提供するため、デジタル技​

​術を活用したＤＸを推進している。「ひと」と市役所の「かかわり」​

​を変革することを目指しており、その集大成として「Full　Digital​

​（フルデジタル）の市役所」の実現を令和12年度（2030年度）を目標​

​としている。​

​　　　　実現に向け、令和６年度から令和８年度までを「集中改革期間」、​

​　　　令和９年度から令和12年度までを「高度化期間」と位置づけ、段階的​

​にＤＸを推進している。​

​　　​​イ　集中改革期間（令和６年度～令和８年度）の主な実施事項​

​　​

​　　​​ウ　窓口サービス・手続のデジタル化について​

​　　　​​・　書かない窓口システム​

​　　　　　マイナンバーカードをかざすことで申請書に情報が自動転​

​　　　　記され、手書きの負担を軽減する。また、スマートフォンか​

​　　　　らの事前入力も可能にすることで、より便利な窓口を目指し​

​　　　　ている。​

​　　　​​・　受付件数上位100手続のオンライン化​

​　　　　　年間総受付件数の約９割（476万件中427万件）を占める​

​　　　　上位100手続の令和８年度末までのオンライン化を目指して​

​　　　　いる。​

​　　　　　令和６年度時点で100手続中45手続のオンライン化が完了​

​　　　　している。​

​　　　　（オンライン化手続の一例）​

​　　　　　◆住民票の写しの交付申請（年間約59万件）​

​　　　　　◆所得証明書の交付申請（年間約９万件）​



​別添３​
​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市​
​　　​​エ　ＤＸ人材の確保・育成について​

​　　　　​​「ＤＸ推進人材」​​と​​「Full　Digitalの市役所で活躍する人材」​​の２種類を定義し、そ​

​　　　れぞれの育成方針を定めている。​

​　　　​​①　ＤＸ推進人材​

​　　　　　業務改革の構想・企画、デジタル技術の導入​

​　　　　調整ができる人材を、ＢＰＲプロジェクト研修​

​　　　　（120名以上）や資格取得支援研修（ＩＴパス​

​　　　　ポート）などを通じて育成している。​

​　　　　　また、ＤＸの知見を有する人材を確保するた​

​　　　　め、社会人経験者採用試験の試験区分に「情報​

​　　　　職」を新設している。​

​　　　​​②　「Full Digitalの市役所」で活躍する人材​

​　　　　　実務に根差した業務改善やデジタル技術を活​

​　　　　用したサービスデザインができる人材を、デジ​

​　　　　タルリテラシー向上研修（若手職員を中心に　​

​　　　　1,200名以上）やＯＪＴリスキリングの機会を​

​　　　　通じて育成している。​

​　　​​オ　デジタル人材の活用について​

​　　　　仙台市では、デジタル化を強力に推進するためのデジタル人材の活用として、ＣＤＯ補​

​　　　佐官の採用及びデジタル推進専門官の登用を実施している。​

​　　　​​①　ＣＤＯ補佐官​

​　　　　　デジタル化の取組をさらに加速させるため、ＣＤＯ（最高デジタル責任者）である市​

​　　　　長を専門的見地から補佐する「ＣＤＯ補佐官」として、令和５年５月から中俣力氏（日​

​　　　　本郵政株式会社　常務執行役）を採用している。​

​　　　　　月に１回程度オンライン会議を開催し、以下の視点に基づき、市長に対し助言・支援​

​　　　　等を行っている。​

​　　　　　・デジタル技術やデータの利活用による市民生活の豊かさ向上等​

​　　　　　・市民サービス改革、市役所業務の効率化、職員のデジタル人材育成等​

​　　　　　・ＤＸ推進全般​

​　　　​​②　デジタル推進専門官​

​　　　　　ＮＴＴ東日本　宮城事業部と締結している連携協定による取組の一環として、デジタ​

​　　　　ルに関する専門的見地からの助言や支援を目的に、ＮＴＴ東日本の社員１名を「デジタ​

​　　　　ル推進専門官」として登用している。​

​　　​​カ　誰にも優しいデジタル化について​

​　　　　デジタルになじみの薄い方を対象に、民間事業者・団体等と連携し、デジタル機器や　​

​　　　サービスの利用方法に関する助言・相談などの支援に取り組んでいる。​

​　　　　その他、通信事業者等と連携したスマートフォン教室の開催や、各区役所等への「杜の​

​　　　都スマホ相談室」開設などを通じ、スマートフォンの操作支援やデジタルサービスの普及​

​　　　啓発に取り組んでいる。​

​　　　​



​別添３​
​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市​
​　⑵　計画の推進と市民参画について​

​　　ア　仙台市デジタル改善目安箱「Suggest SenDXi（サジェストセンダイ）」​

​　　　　令和８年度までの取組事項である「市民と市役​

​　　　所との接点の変革」の実行に当たり、利用者の目​

​　　　線に立ったサービスをデザインしてＤＸを推進し​

​　　　ていくため、「仙台市デジタル改善目安箱　　　​

​　　　Suggest　SenDXi」を設置している。寄せられた​

​　　　情報は、ＤＸ施策の検討や実施に役立てている。​

​　　　　令和７年３月末までに247件の投稿があり、寄​

​　　　せられた意見に対しては、市公式ＨＰ上で対応方​

​　　　針を公表している。​

​　　​​イ　仙台市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例​

​　　　　手続の利便性向上と行政運営の効率化を図り、もって市民生​

​　　　活の向上に寄与するため、「仙台市情報通信技術を活用した行​

​　　　政の推進に関する条例」を令和４年12月に公布・施行した。​

​　　　　この条例では、本市における手続オンライン化の統一的な​

​　　　ルールを定めるとともに、同市におけるデジタル化・ＤＸの推​

​　　　進状況を随時公表することとしており、市民に対し、分かりや​

​　　　すい情報提供に努めている。​

​　​



​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市　・　東　北　大　学​
​【スマートシティ実現に向けた取組について】​
​１　仙台市✕東北大学スマートフロンティア協議会について​
​　⑴　​​設立の経緯​

​　　　仙台市と東北大学では、大胆な規制改革の推進や先端サービス創出​

​　　のため、2022年１月に「仙台市×東北大学スーパーシティ構想推進協議​

​　　会」を設立。約60社の事業者が参画し、産学官共同のプロジェクトを進​

​　　めていた。​

​　　　その後、市民・企業・社会起業家・行政の共創により、学都・仙台の​

​　　強みであるサイエンスを活かして社会課題を解決し、スマートシティ化​

​　　を通じて仙台市の発展に寄与するため、2023年10月に「仙台市×東北大​

​　　学スマートフロンティア協議会」に改称した。​

​　⑵​​　協議会の体制​

​　　​​　本協議会は、仙台市、東北大学及び85の企業・団体が参加する産学官連携の体制で運営さ​

​　　れている。参加企業は大手企業から地元企業まで多岐にわたり、それぞれ関係する分科会に​

​　　携わっている。​

​　​

​　【組織図】​

​　​

​　⑷　主な取組事例​

​　　​​・　脱炭素化に向けた取組（ゼロカーボンシティ分科会）​

​　　　　環境省の脱炭素先行地域事業において、仙台市が第４回の公募に採択された。ゼロカー​

​ボンシティ分科会の議論を通じて、同市環境局の既存ネットワークでは得られない多様な​

​アイデアを取り入れ、計画をブラッシュアップし、市内の３つの特徴的なエリア（まちな​

​か、住宅地、沿岸部）で、それぞれに合わせた脱炭素プログラムが進められている。​

​　​



​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市　・　東　北　大　学​
​　　​​・　青葉山グリーン回遊プロジェクト（まちの活性化・回遊分科会）​

​　　　　地域課題の解決や持続可能な社会の実現を目指し、先端的なサービスの開発や規制改革​

​　　　の促進に向けて、青葉山エリアの回遊性確保に向け、自動運転等による先端的サービスの​

​　　　実装を目指す「青葉山グリーン回遊プロジェクト」を進めている。​

​　　　　現在、自動運転レベル２（部分自動運転）のバス運行実験を行っており、勾配のある道​

​　　　路での車両制御や積雪時の運行など、多岐にわたる検証を行っている。​

​　　　　今後は、自動運転レベル４（高度自動運転）でのサービス実装を目指している。​

​２　クロス・センダイ・ラボについて　​

​　​​⑴　概要​

​　　　民間企業等からの提案や相談を一元的に受け付け、関係部局との調整を行う窓口で、担当​

​　　部局が明確でない、あるいは複数の部局にまたがるような案件などに関して、相談・提案し​

​　　やすい環境を整えるとともに、​​パートナーシップ推進事業​​と​​実証フィールド支援事業​​の２つ​

​　　の取組により、提案された内容を的確に行政課題や地域課題の解決に結び付けている。​

​　​​⑵　取組事例​

​　　ア　市内の中学生を対象とした１ＤＡＹプログラミングイベントの実施​

​　　　​​　ライフイズテック株式会社の提供するＩＴ教育プログラムにより、中学生のデジタルス​

​　　　キルや課題解決意識の向上を図り、イノベーションを生み出す人材育成を進めるための実​

​　　　証として行われた。​

​　​

​　イ　児童館における暑熱対策ＡＩカメラの実証（実証フィールド支援事業）​

​　　　　これまで主に建設現場での作業員の労働管理等に活用されてきた暑熱対策ＡＩカメラ​

​　　　「カオカラ」を市内６館の児童館等に設置し、暑熱対策に関する実証実験を実施した。​

​　​



​大都市税財政・DX推進調査特別委員会​

​仙　台　市　・　東　北　大　学​
​３　ＳＥＮＤＡＩポータルについて​

​　​​⑴　概要​

​　　　仙台市では、国のデジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）ＴＹＰＥ２を​

​　　活用し、「防災環境“周遊”都市・仙台モデル推進事業」に取り組んでいる。事業の一環と​

​　　して、市民や来街者が必要な情報やサービスにアクセスできる仙台市公式ポータルとして、​

​　　「ＳＥＮＤＡＩポータル」をオープンした。​

​　　　防災・減災の備えや情報発信を日常生活に織り込みながら、日常と非日常（災害時）をス​

​　　ムーズにつなぐ「フェーズフリー」の考え方に基づき、安全・安心と賑わいが両立する都市​

​　　モデルを目指している。​

​　​​⑵　主な機能​

​　　・おしらせ配信：仙台市公式ホームページの新着情報と連携し、利用者の興味・関心に合わ​

​　　　　　　　　　　せた情報をプッシュ通知で届ける。​

​　　・防災情報の発信：Ｌアラート（災害情報共有システム）等と連携し、津波警報や避難指示​

​　　　　　　　　　　　などの緊急時に画面が自動で切り替わり、速報を表示する。​

​　　・サービス一覧：市が提供する様々なオンラインサービスやウェブサイトへ簡単にアクセ　​

​　　　　　　　　　　スでき、よく使うものを「お気に入り」登録できる。​

​　　・スケジュール：地域のゴミ収集日をプッシュ通知で知らせる機能や、市内のイベント情報​

​　　　　　　　　　　をカレンダー形式で確認できる。​

​　　・マイページ：マイナンバーカードと連携することで、オンライン申請の手続きや、従来郵​

​　　　　　　　　　送されていた文書を「デジタル郵便」として受け取ることができる。​

​　​​⑶　今後の課題​

​　　・認知度と利用促進：マイナンバーカードを連携することによる具体的なメリットを市民に​

​　　　　　　　　　　　　十分に伝えきれておらず、さらなるダウンロード数の拡大が必要。​

​　　・運用ルールの確立：各部局が発信したい情報が多岐にわたるため、利用者が「通知が多す​

​　　　　　　　　　　　　ぎて煩わしい」と感じないよう、適切な通知の運用ルールを策定する​

​　　　　　　　　　　　　必要がある。​


